
東日本大震災に伴う警察措置
１ 福島第一原子力発電所周辺地域における警察活動

２ 被災地における安全と秩序の確保、復興に向けた取組
平成２8年３月 警察庁



東日本大震災の特徴

① 津波の甚大な被害が極めて広範囲にわたって
おり、行方不明者の捜索、被災地の復旧・復興
は長期化

② 福島第一原子力発電所の事態収束までには
相当の期間を要し、これまで経験したことのない
様々な困難を伴う対応が必要

③ 津波により街全体が流されて家や職場を失い、
被災者が各地に分散して避難することにより、
従来の地域コミュニティが崩壊し、地域社会の
犯罪抑止力が弱体化するおそれ

● 東日本大震災は、過去の災害とは全く異なる特有の状況
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阪神・淡路大震災との比較被災地への部隊派遣状況 ～ 阪神・淡路大震災との比較 ～

被災地への特別派遣人員

行方不明者の捜索状況

阪神淡路大震災：約５,５００人（最大時）
【派遣日数：１９６日間、延べ人員：約４２６,５００人】

東日本大震災：約４,８００人（最大時）
【派遣日数：１,８２８日間、延べ人員：約１,３２８,７００人】

阪神淡路大震災：発災１０日後に一斉捜索を実施
約１か月後に行方不明者が２人
５４日後に最後の御遺体発見

東日本大震災：行方不明者が２,５６１人

被災地への部隊派遣状況 ～ 阪神・淡路大震災との比較 ～

【平成２８年３月１１日現在】

→ 東日本大震災では、阪神・淡路大震災を超える大規模な部隊派遣を実施 3

【部隊派遣数（１日当たり）】【部隊派遣数（延べ人員）】

約5,500人

約4,８00人

（日数）

（見込み）

（人数）

東日本大震災

阪神・淡路大震災

約４２６,５００人

約１,３２８,７００人

1９６日

（９／２２）

9５日

（６／１３）

1,８２８日
（３／ １１）

今後も必要に応じて派遣

（人数）

（日数） 1800



① 事故発生時の初動措置

【 原子炉建屋への放水活動 】

福島第一原子力発電所の３号機が冷却機能を失い、

原子炉建屋で水素爆発が起きたことを受け、平成

23年３月17日、警察は、他の関係機関に先駆けて、

使用済燃料プールへの地上からの放水を行いました。

この放水活動は、高い放射線量の中、本来は暴徒

の鎮圧に使われる「高圧放水車」を転用するなど、

極めて困難な任務となりましたが、警視庁機動隊の

隊員は約44トンの水を放水し、一定量の注水を行

うことに成功しました。

【 付近住民の避難誘導 】

平成23年３月12日以降、福島第一・第二原子力

発電所の周辺地域において、圏外への避難が順次指

示されたことに伴い、警察は、市町村と連携しつつ、

圏内の住民を迅速に避難誘導しました。また、警察

無線を最大限活用し、総理指示が確実に各自治体に

伝達されるよう対応しました。

また、平成23年３月17日～21日、20～30㎞

圏内にいて自力で避難することができない入院患者

等545人を病院や介護施設から圏外に移送しまし

た。 4



【 御遺体の検視等 】

→ 当初、御遺体表面の放射線量が問題とされてい

ましたが、御遺体の着衣を外せば高い放射線量が測

定されることはなく、圏外に搬送できない御遺体は

見受けられませんでした。 5

南相馬市内の遺体安置所

（20～30㎞圏内）にお

ける検視等の状況

【 行方不明者の捜索 】

２０～３０㎞圏内

平成23年３月25日から、

特別派遣部隊を行方不明

者の捜索活動に投入し、

多数の御遺体を収容しま

した。

② 行方不明者の捜索（１）

出典：原子力災害対策本部資料（一部加工）

避難指示区域の概念図

(平成27年9月5日時点)



② 行方不明者の捜索（２）

【10～20㎞圏内】

・ 平成23年４月７日から20㎞圏内の本格的捜索を

初めて実施（約360人体制）。これまでに延べ人員約

17,000人の警察官が活動に従事。

【10㎞圏内】

・ 平成23年４月14日から約300人による捜索を実施。

これまでに延べ人員約2２,０00人の警察官が活動に従事。

・ 線量計や防護服を着用し、過酷な作業に従事。
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１０～２０㎞圏内／１０㎞圏内

地図使用承認©昭文社第53G０１９号



③ 警戒区域・避難指示区域等の設定に伴う諸活動

【 合同パトロール 】【 警戒区域における検問・一時立入りの支援 】

警戒区域が解除された現在でも、避難指

示区域等において、旧検問場所における駐

留警戒や関係自治体と連携した合同パト

ロール等を実施しています。

警戒区域が設定された平成23年４月から平成２

５年５月までの間、警察では、関係者以外の者の立

入禁止措置の実効性を確保するため、警戒区域外周

において検問（市町村長発行の許可証や東京電力発

行の通行証の確認等）を実施しました。

平成23年５月10日以降実施された警戒区域内へ

の一時帰宅に際して、警察では、住民を乗せたバス

をパトカーで先導したほか、立入区域周辺における

警戒警らを実施しました。

20ｋｍ付近の国道６号線上
(楢葉町)における検問
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一時立入りでの先導

合同パトロール出動式



④ 原発周辺地域における治安維持活動

【 パトロールの強化 】

20㎞圏内に約80か所のATMがあることから、関係事業者に要請して金融機関等からの現金

回収を行いました。
8

【 金融機関等からの現金回収 】

原発周辺地域における治安情勢

原発周辺地域においては、

震災直後、空き巣を始めとする

侵入窃盗が一時的に増加。
※警戒区域に一時立入した住民からも

盗難被害等の申告

双葉町（10㎞圏内）

南相馬市小高区（20㎞圏内）

原発周辺地域における安全を確保する

ため、平成23年６月2日から約300人体

制の特別警備隊を投入するなど、警戒体

制の強化を行いました。警戒区域が解除

された現在も、多数の警察官がパトロー

ル等を実施しています。

浪江町（10㎞圏内）

パトロールの実施
による犯罪の抑止・牽制



⑤ サイバー攻撃への対策

【 原発事故に関連したサイバー攻撃 】

件名 添付ファイル

福島原発最新状況 福島原発.doc

被災者の皆様、とくにお子さんをお持ちの被
災者の皆様へ

放射線被ばくに関する基礎知識1.doc

被ばくに関する防護対策について
安定ヨウ素剤の服用量及び服用方
法.xls

福島第一原子力発電所２号機取水口付近か
らの放射性物質を含む液体の海への流出に
ついて

２号機取水口付近海水への流出イメー
ジ図.pdf

原発事故に関する情報の提供を装った標

的型メールが政府機関や民間企業に複数送

付されていることが確認されました。

メールには、ウイルス対策ソフトでは検

知できない不正プログラムが仕込まれてお

り、情報窃取の危険性があります。

警察では、情報窃取の標的となるおそれ

のある事業者等と情報共有ネットワークを

構築し、標的型メールに関する注意喚起を

行うことで情報窃取等の被害の未然防止・

拡大防止に努めています。

また、サイバーフォースセンターによる

不正プログラムの分析等を通じ、サイバー

攻撃の実態解明を進めるとともに、これら

の情報をウイルス対策ソフト提供事業者等

に提供することにより、社会全体の情報セ

キュリティの向上に貢献しています。 9

【 対応策 】


